別記様式第6号(第8条関係)

	第　　　　　号

　　年　　月　　日

住所又は所在地

氏名又は名称

　　　　　　　　　　　　　　様

北川村長　　　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
固定資産税の課税免除の取消し通知書

　　　年　　月　　日付けで申請がありました固定資産税の課税免除について、下記のとおり取消しをしたので、北川村固定資産税の課税免除に関する条例施行規則第8条の規定により通知します。

記

取消しの理由


事業主別調書

1　事業所名称及び所在地

2　適用法律

3　地区指定の期間

4　事業所の業種・主要品目及び新増設に伴う増加生産額

5　新増設の区分

6　現行条例の施行及び適用の日

7　新増設に係る工業生産設備の操業開始の日及びその属する事業年度又は年操業開始の日

事業年度又は年

8　用件の判定

(1)　新増設に係る工業生産設備の取得価格の合計額

	工業生産設備
	取得年月日
	減価償却開始年月日
	取得価格

(円)
	特別償却の有無
	耐用年数
	備考

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	
	
	

	19
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	


(2)　増加雇用者数

各月末日現在の雇用者数を記入すること。

	事業年度又は年月
	1月
	2月
	3月
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月

	操業開始の日を含む事業年度
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	その前事業年度又は前年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


次のいずれかより算定すること。

A　原則

操業開始前

操業開始後

差引増加

B　順次採用の場合

採用前

採用後

差引増加

C　季節により移動の状況が異なる場合

操業開始の日直前の最盛期

操業開始後の最盛期

差引増加

9　減収補てんの対象となる課税標準となるべき額の算定等

(1)　市町村分(固定資産税)

A　土地
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